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　われわれは人類史上最も偉大な情報・通信革命のさなかにある．世界人口の 40％強が
インターネットにアクセスでき，新しいユーザーが日々出現している．全家計のうち最貧
20％層の間でも，10 世帯中 7 世帯には携帯電話がある．アクセスが可能な割合はトイレ
や清潔な水よりも携帯電話の方が高い．
　このような急速な技術変化に乗じて，われわれは世界をもっと繁栄させ，しかも包摂的
なものにしなければならない．しかし，本報告書によれば，伝統的な開発における挑戦課
題のせいで，デジタル革命がもっている潜在的な転換力の発現が阻害されている．
　多くの人々にとって，最近のデジタル技術へのアクセス増加は選択肢の多様化と利便性
の向上をもたらしている．デジタル技術へのアクセスは包摂性，効率，およびイノベーショ
ンを通じて，貧困層や社会的弱者に対して，かつては手の届かなかった機会を提供してく
れる．
　例えばケニアでは，「エムペサ」（M-Pesa）というデジタル支払いシステムの導入を受
けて，送金コストが最大 90％も低下した．新技術のおかげで，女性は e- コマースの起業
家，オンライン・ワーク，ビジネス・プロセス・アウトソーシングを通じて労働市場への
参入が容易になっている．世界中で 10 億人に達する障害者――その 80％は途上国に居
住している――は，デジタル技術による文字や声，映像によるコミュニケーションの支援
によって，より生産的な生活をすることが可能となっている．さらに，デジタル式身分証
明システムのおかげで，出生証明書などの公文書での自分の証明を持たない24億人にとっ
ては，官民が提供している諸サービスへのアクセスが改善している．
　このようなことは素晴らしい進歩ではあるが，デジタル技術へのアクセスをそもそも欠
いているため，取り残されている人が依然として数多くいる．極貧層はコミュニケーショ
ンや情報へのアクセスの改善によって最大の恩恵を受けることができる．しかし，60 億
人近くは高速インターネットを利用できないため，デジタル経済に十分には参加できてい
ない．普遍的なデジタル・アクセスを実現するためには，われわれはインフラに投資して，
通信市場に競争を持ち込み，官民パートナーシップを促進して，実効性のある規制を整備
すべく改革を追求しなければならない．
　本レポートの結論は次の通りである．情報や通信の転換がもたらす完全な恩恵は，各国
が引き続きビジネス環境を改善し，人々の教育と健康に投資し，良い統治を促進しない限
り，実現できないであろう．
　このような基礎的条件が脆弱な国々では，デジタル技術は生産性の向上や不平等の削減
を実現できていない．技術投資をより広範な経済改革で補完している国々が，より高い成
長，より多くの雇用，そしてより良いサービスという形で，デジタル化がもたらす恩恵を
得ている．
　世界銀行グループはこのような優先課題を追求する諸国を支援する心構えができてい
る．われわれは競争力のあるビジネス環境を促進し，説明責任を高め，将来の仕事に向け
て人々を備えさせるために，教育・スキル開発システムの改善に向けてすでに途上国と協
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働しつつある．
　世界中の人々が毎日グーグル（Google）で 40 億回もの検索を行っている一方で，40
億人はインターネットへのアクセスを有していない．極貧に終止符を打ち，共有されるべ
き繁栄を押し上げるべく奮闘している方々には本書の発見を活用していただきたい．情報
通信が歴史上最大の台頭を示してはいるが，世界中のすべての人々がその恩恵を享受でき
るまでは，それは真に革命的であるとはいえないだろう．

ジム・ヨン・キム
世界銀行グループ総裁
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